
地籍調査の概要

【地籍調査費の負担割合】
（市町村実施の場合）

地籍調査とは

 一筆ごとの土地の境界や面積等を調査

 成果は登記所にも送付され、登記簿を修正し、公図を置換え

 主な実施主体は市町村
国 ： 50%

25% 25% 市町村
都道府県

○ 土地資産の保全や円滑な土地取引に支障
・土地取引や担保権の設定の際、境界確認のための費用が余計に発生

○ 災害復旧・復興に遅れ
・地籍が不明確な場合、土地の境界確認等も必要となり、長期化

○ 民間開発事業等への支障
・工期の長期化 ・境界確認に要する経費を事業者が負担

○ 固定資産税等の課税の適正化に支障 など

不明確な地籍による問題

地籍調査が未実施

⇒ 建設前の境界調査に４年

【六本木ヒルズの例】

○ 地籍調査の進捗率
（平成23年度末）

・ 全 国：50％
・ 都市部：23％
・ 山村部：42％

地籍調査の進捗状況

○ 未着手･休止中の市町村の
全市町村に対する割合：32％

【計 画 期 間】 平成22年度～平成31年度
【計画事業量】 土地取引の多い都市部

森林施業が行われる山村部
【地籍調査進捗率】

を中心に優先的に地籍を

明確にすべき地域を絞り

込み

地籍調査 ：21,000km2

基本調査 ： 3,250km2

第５次計画終了時点
（H21末）

第６次計画終了時点
（H31末）

全域 49% 57%

うち、人口集中地区（DID） 21% 48%

うち、DID以外の林地 42% 50%

+8%

+27%

+8%

10年

登記所備付図面の現状 第6次国土調査事業十箇年計画 (H22.5.25閣議決定)

平成25年度概算決定額：10,391百万円

○ 全国の登記所に備え付けら
れている図面のうち、地籍調査
等による精度の高い地図（登
記所備付地図）は全体の約５
４％であり，残りは，明治時代
に作成された旧土地台帳附属
地図（いわゆる公図）が大部分
を占めている。
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字限図（あざぎりず） 地籍図

地籍調査の前と後

地籍調査の前と後地籍調査の前と後



地籍調査の処理の流れ
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地籍調査の工程分類

工 程 工 程 分 類 名 称 工 程 分 類 内 容
Ａ工程 地籍調査事業計画、事業手続 関連機関との調整、事業計画の策定・公示、実施計画の作成、指定及び実施の公示等
Ｂ工程 地籍調査事業準備 実施組織の確立、補助申請、作業班の編成、推進委員会の設置、趣旨の普及等
Ｃ工程 地籍図根三角測量 選点、標識の設置、観測及び測定、計算等
Ｄ工程 地籍図根多角測量 選点、標識の設置、観測及び測定、計算等
Ｅ工程 一筆地調査 作業進行予定表の作成、調査素図の作成、現地調査等

Ｆ工程 地籍細部測量
細部図根点の選点、標識、観測及び測定、計算等＜細部図根点測量＞
筆界点の観測及び測定、計算等＜一筆地測量＞ ＜地籍図原図作成＞

Ｇ工程 地積測定 測定、計算及び点検
Ｈ工程 地籍図および地籍簿の作成 地籍調査票、地籍図原図の整理、地籍簿案の作成、閲覧等

地籍調査の処理の流れ



地籍調査実施状況（進捗率別色分け）

（平成24年3月末）

進捗率・全国50%

・・・80%以上

・・・60%以上80%未満

・・・40%以上60%未満

・・・20%以上40%未満

・・・20%未満
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（都市部官民境界基本調査と山村境界基本調査の実施分を含む）
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離島における地籍調査の進捗状況

【排他的経済水域の外縁を根拠付ける全国９９の離島の進捗状況】

進捗状況 無人離島 有人離島 合計

完了

実施中

十箇年計画期間中 （

～平成３１年度まで）に

予定あり

予定なし
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離島における地籍調査の実施
は、十箇年計画の対象地域の
考え方（※）に基づき市町村が
個別具体的に判断

（※）土地取引の多い都市部や森
林施業が行われる山村部を中心
に優先的に地籍を明確にする。

予定なしと回答した主な理由（地方公共団体からの聞き取り）

・一島一筆で境界がなく、所有者も明確。

・土地取引が行われる可能性が少ない。

・面積が極めて小さく、調査すべき場所がない（岩礁等）。

離島における地籍調査の進捗状況

各市町村の
判断の結果

５


